
   （株）青山財産ネットワークス 

       執行役員 高田吉孝 

Ａfter 2020年 

 負 動産にしない 
    不動産相続対策 

          ＣＦＰ（１級ＦＰ技能士）不動産ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾏｽﾀｰ 

不動産を使った相続対策の思わぬ落とし穴～ 

～東京五輪後にやってくる 



 負動産とは、資産(財産)ではなく負
債(マイナス財産)となる不動産を意味
する俗語 
  

 人口の減少で不動産の需給が大きく
崩れ、自分が所有する不動産や、相続
などで取得した不動産が、自分の資産
を食いつぶす(財産面でマイナスとな
る)不動産の事を負動産と呼ばれるよ 
うになった 





Copyright © 2020 Aoyama Zaisan Networks Co., Ltd.  

■ ２つの異なるタイプの“負動産”が増えていく      
 

タイプ① 既に負動産（不動産価値なし） 
  

住みたい人、利用したい人がおらず、売
るに売れない、貸すに貸せない不動産 

 維持費がかかるため、タダ(0円)でも売れ
ない別荘、代表的なのがバブル時代に多く建
てられたリゾートマンション、住まない、使
わない、売れない、貸せない自宅(戸建て住
宅やマンション)や使用できない山林や農地
など 
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■ ２つの異なるタイプの“負動産”が増えていく      

 

タイプ② これから負動産 
  

財産価値はあっても借り入れが多すぎて、
収入より返済等の支出が上回る不動産 

 本来的には財産価値があるにもかかわらず、
土地代金、建築費用の借り入れが多すぎて、
その不動産からの収入よりも返済などの支出
が多くなり、借り入れの返済ができなくなっ
てしまう収支がマイナスの“負動産“ 

 

“にしない” 



2045年までの首都圏の人口推計（ 2015年基準 ） 

101％ 
 
 
 
94％ 
  

91％ 
90％ 
88％ 

出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 

東京都は減少しない 
（※２０１５年比） 
 
 
 
 
 
 
 

     
首都圏合計では 
マイナス６．２％ 
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２０００年(Ｈ１２年)       ２０年前    

■首都圏の年齢区分別人口構成 
出所：総務省 統計局統計調査部国勢統計課 
             （国勢調査による実績値） 

20～49歳 14,914千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

団
塊
世
代 

← 
平
成
生
ま
れ 

昭
和
二
桁
生
ま
れ 

首都圏総人口  33,418千人 

新規の住宅需要層 
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２０１５年(Ｈ２７年)       ５年前    

20～49歳 14,904千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

団
塊
世
代 

← 
平
成
生
ま
れ 

昭
和
二
桁
生
ま
れ 

■首都圏の年齢区分別人口構成 

首都圏総人口  36,131千人 

出所：総務省 統計局統計調査部国勢統計課 
             （国勢調査による実績値） 

2000年と比べて 

ほぼ同じ  2000年は 33,418千人 

＋8.1% 
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２０２０年(Ｈ３２年)       今年    

20～49歳  14,203千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

団
塊
世
代 

← 
平
成
生
ま
れ 

昭
和
二
桁
生
ま
れ 

首都圏総人口  36,352千人 

■首都圏の年齢区分別人口構成 
出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 
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２０２５年(Ｈ３７年)       ５年後    

20～49歳  13,134千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

団
塊
世
代 

← 
平
成
生
ま
れ 

昭
和
二
桁
生
ま
れ 

2015年と比べて 

11.9％減少 

首都圏総人口  36,237千人 

2015年比  0.3％増加 

■首都圏の年齢区分別人口構成 ■首都圏の年齢区分別人口構成 
出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 

2015年と比べて 

11.9％減少 
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２０３５年(Ｈ４７年)       １５年後    

20～49歳  12,011千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

団
塊
世
代 

← 
平
成
生
ま
れ 

2015年と比べて 

19.4％減少！ 

首都圏総人口  35,335千人 

2015年比  2.2％減少 

■首都圏の年齢区分別人口構成 
出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 
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２０４５年(Ｈ５７年)       ２５年後    

20～49歳  11,364千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

← 
平
成
生
ま
れ 

2015年と比べて 

23.7％減少！ 

首都圏総人口  33,907千人 

2015年比  ６.2％減少 

■首都圏の年齢区分別人口構成 
出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 
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2015 2025 2035 2045 

■東京都の総人口及び20～49歳（新規住宅需要層）の人口推計 

出所：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 

597万人 

546万人 
 ▲8.5% 
(15年比) 

513万人 
 ▲14% 494万人 

 ▲17% 

      20-49歳人口 

    総人口 15年比+1% 



東京都 区市別20歳～49歳人口推計 
2015年に対する増減 

出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 



東京都 区市別20歳～49歳人口推計 
2015年に対する増減 

出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 



東京都 区市別20歳～49歳人口推計 
2015年に対する増減 

出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 



東京都 区市別20歳～49歳人口推計 
2015年に対する増減 

出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 



  

負動産化を助長する 
  

サブリース 
２０２５年問題 
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２０２５年(Ｈ３７年)       ５年後    

20～49歳  13,134千人 

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア 

団
塊
世
代 

← 
平
成
生
ま
れ 

昭
和
二
桁
生
ま
れ 

2015年と比べて 

11.9％減少 

首都圏総人口  36,237千人 

2015年比  0.3％増加 

■首都圏の年齢区分別人口構成 ■首都圏の年齢区分別人口構成 
出所：国立社会保障・人口問題研究所 
    「日本の将来推計人口」(平成30年3月推計) 
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■貸家の住宅着工件数の推移（全国） 

出所：国土交通省 月報 令和元年11月分（令和元年12月26日 更新） 
 

(戸) 
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■貸家の住宅着工件数の推移（全国～首都圏～東京都） 

出所：国土交通省 月報 令和元年11月分（令和元年12月26日 更新） 
 

(戸) 
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■ サブリース契約における契約の解除（解約）の条文例① 

第〇〇条（契約の解除） 
  

 甲又は乙は６ケ月の予告期間をもっ
て本契約の解約を相手方へ通知できる
ものとし、この場合は予告期間の満了
と同時に本契約は終了する。 
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■ サブリース契約における契約の解除（解約）の条文例② 

第〇〇条（契約の解除） 
  

 乙は、第□条第△項の規定に従って、
経済状況の変化、近隣における賃料相場
の変動を考慮して保証家賃額の改定を
行ったにもかかわらず、甲が保証家賃額
の改定を承諾しない場合、乙は直ちに本
契約を解除することができる。 
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■ サブリース契約における契約の解除（解約）の条文例③ 

第〇〇条（契約の終了） 
  

 甲が本契約に違反し、乙が催告したに
もかかわらず甲が是正しないとき又は本
契約に定められた甲と乙との協議が整わ
ないことにより、本契約を継続すること
が著しく困難な状態になったときは、乙
は催告のうえ、本契約を解除することが
できるものとします。 



『サブリース2025年問題』 
  

建築サブリース会社に全てを任せ
きっているオーナーは、契約を解
除されるとアパート経営ができな
いので、大幅な保証家賃の値下げ

を受け入れざるを得ない！ 
  

 改定の都度、家賃が下落し、
返済困難 ⇒ “負動産“に 



 サブリース２０２５年問題が起こる理由 
  

① ２０２５年から、東京都でも 

 新規の住宅需要層（20歳～49歳） 
 人口が大きく減少していく 
  

② ２０２５年には、相続税対策で 
 建てたアパートの多くが保証家賃の 
 固定期間（１０年）を経過するため 
 家賃の大幅な値下げ要求が常態化 
 する 



(年) 

 平成バブル 

 アベノミクス景気 

■日経平均株価と公示地価累積変動率(東京都)の推移(1983年～2018年)  

出所：東京の土地2017（土地関係資料集） 

リーマンショック 
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コンビニ・スー
パー・レストラ
ン・カフェ 

認可保育園 老人ホーム 
（特定施設） 

アパート 
マンション 

トランクルーム 
ガレージハウス 

都心の収益物件 
に組み換え 

等価交換 
定期借地事業 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

戸建賃貸住宅 

土地相続税 
評 価 額 

資金計画 

収  入 

支  出 

手 残 り 

財産全体を見て最有効活用方法を検討する 

なにもしない 

■有効活用コンサルティングの基本的な考え方 

土地５００坪 

相続対策ビジネスプレーヤーからの提案 



相続税ばかりを気にしすぎない！ 
 

  

節税対策に偏ることは過剰債務など 
の落とし穴にはまり易いだけでなく 

税制が変わることにより見込んだ効果が 
出なくなり相続税の納税に困ってしまう 

ということになりかねない 

注意点！ 



節税中心の 
相続対策の発想から 

収入を上げることにより 
  

相続から財産を守る 
相続対策の 

発想に頭を切り替える！ 

キャッシュフロー 



■成功事例  隣人の協力を得て、将来の相続税納税と 
                   負動産を不動産にして有効活用に成功！    

家族構成 

Ａさん（85歳） 妻（80歳） 

長男（55歳） 長女（51歳） 次男（49歳） 

財産構成（相続税評価額） 
・不動産 ２億８５００万円 
 （内訳）自宅、長女自宅、アパート２棟 
       宅地並み農地（約２８０坪） 
・預貯金 １５００万円 
・借入金 ６０００万円 

宅地並み農地の問題点 ＜接道２．５ｍ＞ 

建築サブリース会社から相続対策のため２８０
坪の宅地並み農地に長屋タイプのアパート建
築の提案を受けていた 

何も相続対策をしなければ、宅地並み農地を
売却するしかないが、安くしか売却できない 

Ａさんは、相続税（納税資金）が心配 

独身 
同居 

https://2.bp.blogspot.com/-kMbdxwET8Go/Wn1VcZ9oGBI/AAAAAAABKCY/7dL-doSO7EgkxvT97_5W7VPiy0_lsPRAgCLcBGAs/s800/agura_kutsurogu3_ojisan.png


   課 税 資 産   約３億円 
  一次相続税 ２５００万円 
  二次相続税 １４００万円 
        合計  ３９００万円 
 納税資金不足  ２４００万円 

Ａさんは現金が少なく、多額の借り入れ
が必要になるが、接道２．５ｍの土地は
一部売却して自己資金を用意する事が
出来ない。アパート建築はリスクが大きい
ので、私たちは建築サブリース会社の提
案は「やめたほうがいい」とアドバイス 
 

土地を高く売却もしくは、有効に活用する
ためには、宅地並み農地に幅５ｍの道路
に接道させなければならない 

接道２．５ｍの土地は、分割して  
活用・売却ができず価値が低い 

道路 

■成功事例  隣人の協力を得て、将来の相続税納税と 
                   負動産を不動産にして有効活用に成功！    



測量の結果、Ｘ地（約２㎡）を所有者から購入できれば、 
宅地並み農地内へと続く開発道路を新設できることが判明 

開発道路を入れるためには 
隣地の協力が必要 

■成功事例  隣人の協力を得て、将来の相続税納税と 
                   負動産を不動産にして有効活用に成功！    



区画① 

区画② 

区画③ 

区画④ 
区画⑤ 

区画⑥ 

５ｍ 

区画①～③と開発道路を 
6,000万円で売却 

点線で囲んだ部分を売却 

開発道路 

＜対策実行後＞ 

区画④～⑥には、戸建て 
賃貸住宅3棟を4,000万円で建築 
⇒サブリース契約を締結して、月35万円以上の安定収入に 

■成功事例  隣人の協力を得て、将来の相続税納税と 
                   負動産を不動産にして有効活用に成功！    



※実際の事例画像ではありません ※実際の事例画像ではありません 

■成功事例  隣人の協力を得て、将来の相続税納税と 
                   負動産を不動産にして有効活用に成功！    



戸建て賃貸住宅の建築は計４社でコンペを実施し ３棟で総事業費 約４０００万円 
 

建築費のうち約１０００万円は借入だが、好条件を提示した管理会社と３棟一括で  
サブリース契約を締結。空室が出てもローン返済には困らない仕組みを構築 

現預金は１０００万円※だが、相続発生時には生命保険金２０００万円が入ってくるため、 
納税資金の心配はなくなった（保険金の受取人は子どもたち３人を指定） 

  

無収入だった宅地並み農地を一部売却して６０００万円を手にしただけでなく、残った土 
地から月３５万円以上の安定収入が入るようになり、Ｂさんには家計にも余裕が生まれた 

＜対策実行まとめ＞ 

 課 税 資 産 約２億５０００万円 
一次相続税      １９００万円 
二次相続税       ９００万円 
相続税合計      ２８００万円 

Ａさんは生命保険の非課税枠を使っていな
かったため、相続対策として２０００万円で

一時払い生命保険に加入 

■成功事例  隣人の協力を得て、将来の相続税納税と 
                   負動産を不動産にして有効活用に成功！    

※対策実行前にあった現金（1500万円）は、金利の高かった借入金の一部を返済みの為 



Copyright © 2020  Aoyama Zaisan Networks Co., Ltd.  

■ Ａｆｔｅｒ２０２０年“負動産にしない”不動産相続対策とは？    

①借り入れをしすぎない （フルローンでの投資では、 
 将来の家賃下落に耐えられない、３～４割の家賃下落 
 があっても借り入れの返済が十分可能な資金計画を立 
 てる。すでに行ってしまった方は、試算結果によって 
 は、できるだけ債務を減らす方努力が必要となる。） 
  

②サブリース（建築サブリース会社）を過信しない 
 “サブリース２０２５年問題” に備える 
  

③節税中心の相続対策の発想から収入を上げることに 
 より、相続から財産を守る相続対策の発想に頭を切 
 り替える！ 
  

④専門家の意見を取り入れ、複数の選択肢を十分に検討 
 する 
  


